
幼稚園融資実施要綱 

 

〔2002 年 6 月 27 日変更〕 

日本基督教団 教育委員会 

 

Ⅰ 大綱 

1. 幼稚園融資は日本基督教団教会所属の幼稚園・幼児施設を対象とする。都道府県による認可は

問わない。 

2. 宣教上の見地から緊急度に従って最も効果的に融資する。小規模幼稚園・幼児施設を優先する。  

3. 融資は幼稚園・幼児施設の新築・補修・増改築・設備の補充・土地拡張に適用される。  

4. この申請は教区の承認と推薦を経て行うものとする。 

5. 融資を受けた教会は、返済完了後一年を経なければ重ねて融資を申請することができない。  

6. 融資金は一件に対し５０万円以上、３００万円までとし、5 年以内に返済するものとする。その

利子は、期限内に年利 1.0％として、期限後におよぶ場合は、その部分の利子を年利 2.0％とす

る。 

7. 融資金の返済は、元金均等払いとし、半期ごとに利子を付して支払うものとする。            

8. 元金の返済開始は期限内において１ヵ年据え置きにすることができる。  

9. 利子は、教団が送金した日より起算する。 

10. 返済実績不良の時は、教区が責任をとるものとする。 

 

Ⅱ 申請手続き 

1. 申請書は必要書類を添付して教区を経由し、教団教育委員会宛に提出するものとする。  

2. 添付書類は次の通りとする。 

（１） 事業実施に関する教会総会記録写し。 

（２） 土地買収の場合は、地主の承諾書または売買契約書写し。  

（３） 建築の場合、業者の見積書、建築確認写し。設備補充の場合、業者の見積書。  

（４） 教会及び幼稚園・幼児施設の前年度の収支決算書、および本年度の予算書。  

（５） 事業に関する資金収支計画書。 

（６） 返済計画書。 

（７） 事業の必要性、教会、幼稚園の略史など。 

3. 申請書および添付書類は３部作成し、うち 1 部を教会保存、１部を教区保存とし、１部を教団

教育委員会に提出するものとする。 

4. 教団教育委員会宛、申請書類の提出期限は次の通りとする。 毎年 8 月末日 

5. 申請が承認され、決定通知を受けた教会は、直ちに次の書類を提出するものとする。  

● 借用証書 ３通 

 

Ⅲ. 施行日 

 この要綱は 2002 年 7 月 1 日から施行する。 
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